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特 集 寄稿Ⅰ

⑴　はじめに

　我が国の地域経済社会は、人口減少、少子高
齢化、そして特に若者や女性を中心とした首都
圏への人口流出等を背景に、消費者・働き手・
地域コミュニティの担い手の減少により、地域
経済における「消費」と「生産」の両面で縮小が
加速し、住民が必要とする生活関連サービスの
継続が困難になるなどといった構造的な課題に
直面している。一方で、新型コロナウイルス感
染症を契機として、地方への関心の高まりやテ
レワーク、副業・兼業など多様な働き方の普及、
首都圏企業の地方への拠点展開など人々や企業
の意識・行動に変化が生じている。
　このような状況下で、地域を取り巻く社会課
題は、地方公共団体単独で解決するのではなく、
地方公共団体と民間事業者が対等な関係で、民
間の技術、サービス、ノウハウなどを活用した
新たなサービス・ビジネスモデルによって克服
する動きが各所で見られるようになった。こう
した官民連携プロジェクトは、地域の持続的発
展に寄与しており、更なる広がりを見せること
が期待されている。

⑵　官民連携を実現するための第一歩

　前述のとおり、官民連携プロジェクト創出の
必要性が高まる一方で、地方公共団体と民間事
業者の間に官民連携を阻むいくつもの「壁」が
存在している。例えば、地方公共団体において
は、「前例がないと理解されない」「誰がやるの
か」「予算がない」「地域外のパートナーとの接
点がない」等、民間事業者においては、「地域の
抱える課題がオープンになっていない」「行政
と民間の間で言葉、常識、慣習、仕事の進め方
等が異なる」「担当者と築いた信頼関係が人事
異動で継承されない」等が挙げられる。まずは、
これらの「壁」を双方で認知することが官民連
携を実現するための第一歩である（図表1参照）。
　このように、官民の間でいくつもの「壁」が存
在することから、必ずしも官民連携の取組が円
滑に進むとは限らない。そこで、東北経済産業
局では、地方公共団体の官民連携担当者に向け
て、官民連携を阻む「壁」を認知し、突破してい
くための勇気と技巧を与えるバイブルとして

「担当者必読！官民パートナーシップを実現す
る100の心得」をまとめた。本心得は、岩手県
釜石市のオープンシティ推進室長として、多様
な官民連携の取組を手がけてこられた青森大学
社会学部石井 重成准教授にご協力いただき、

経済産業省　東北経済産業局
総務企画部　企画調査課

官民連携による
� 地域の抱える社会課題解決に向けた取組

04_特集寄稿1_産業局_反転1C_七[6-9].indd   604_特集寄稿1_産業局_反転1C_七[6-9].indd   6 2023/10/06   10:18:182023/10/06   10:18:18



東北活性研　Vol. 53（2023 秋季号） 7

地方公共団体の官民連携担当者、中間支援団体
の皆様のこれまでの取組を踏まえた経験知や暗
黙知から紡ぎ出した「官民連携担当者の集合
知」であり、ぜひ地方公共団体の官民連携担当
者や民間事業者の皆様にご一読いただきたい

（図表2参照）。

官民パートナーシップを阻む、いくつもの「壁」

壁を認知し、突突破破ししてていくための勇気と技巧を
「「官官民民パパーートトナナーーシシッッププをを実実現現すするる のの心心得得」」

上司の壁

合意形成の壁

公平性の壁

実行主体の壁

予算の壁

マッチングの壁

意思決定の壁

上司が話を聞いてくれない、関係者に働きかけてくれない・・・

特定の企業・団体を“えこひいき”することが困難・・・
新しい事業を始めたいが“予算がない”・・・
課内→部内→庁内→議会→地域と連なる“修練” 新しい提案はなかなか通らない・・・

畢竟（ひっきょう）、“誰がやるのか問題”にいきつく・・・

地域外パートナーとの接点がない、協働が生まれない・・・

決められない、辞められない・・・

人材育成の壁

実績の壁

言語化の壁

アイディエーションの壁

人事異動の壁

文化の壁

若手が育たない、成長の機会が不十分・・・

自分だけ目立つと“打たれる”・・・（ 、ちゃんと出れば案外打たれない）

姿形や成果の見えにくい事業を説明できない・・・

アイデアが見つからない、企画に落とし込めない・・・

築いた信頼関係が継承されない・・・

行政と民間の間での言葉、常識、慣習、仕事の進め方等が異なる・・・

前例主義の壁 前例がないと理解されない、従来のやり方を変えるには相応のエネルギー・・・

図表1　官民パートナーシップを阻む「壁」

担当者必読！官民パートナーシップを実現する の心得

″アイディエーション″の壁を突破するための心得
「アイデアが見つからない、企画に落とし込めない・・・」

「「偶偶然然性性」」をを愛愛すするる

ここれれででききたたららいいいいなな！！ととピピンンととききたたららアアリリ（（理理屈屈はは後後でで考考ええるる））

起起ききたたここととをを意意味味づづけけるる

創創発発戦戦略略≓≓たたままたたままのの集集積積

地地域域のの潜潜在在的的ニニーーズズをを発発掘掘すするる観観察察力力がが必必要要

地地域域ののニニーーズズはは必必ずずししもも顕顕在在化化ししてていいるるわわけけででははなないい

「「個個」」のの経経験験ややつつななががりりをを豊豊かかにに

「「個個」」のの経経験験にによよるるアアイイデデアアをを持持ちち続続けけ、、機機ををみみてて押押しし進進めめるる

連連携携のの““手手法法””もも工工夫夫すするる

地地域域課課題題をを解解決決ししたたいい人人材材がが自自治治体体とと協協働働ででききるるおおももししろろいい
手手法法もも試試行行錯錯誤誤すするる

相相談談ででききるる人人をを周周りりににつつくくるる

アアイイデデアアををももららええるるよよううなな関関係係性性のの構構築築がが重重要要

イインンププッットトのの工工夫夫をを

ググーーググルルアアララーートト／／書書籍籍／／Youtube・・・・・・

2枚枚目目のの名名刺刺をを持持つつ

行行政政ととはは別別のの立立場場かからら得得らられれたた経経験験がが官官民民連連携携にに活活ききるる

どどんんななたたたたきき台台ににもも意意味味ががああるる

「「００→１１」」ここそそ官官民民パパーートトナナーーシシッッププのの醍醍醐醐味味

・

自自分分たたちちががややりりたたいいここととををややるる

ややららさされれるるののででははななくく、、本本気気でで取取りり組組めめるるここととををテテーーママににすするる

図表2　「担当者必読！官民パートナーシップを実現する100の心得（一部抜粋）」

担当者必読！官民パートナー
シップを実現する100の心
得（全体版）
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⑶　官民連携を推進する�
� 中間支援団体の担う役割

　官民連携を阻む「壁」を突破するために、地方
公共団体と民間事業者の間に立ち、双方の目線
を合わせながら、官民連携の取組を円滑に推進
する役割を担っているのが中間支援団体であ
る。中間支援団体は、「地方公共団体の課題や

構想を、民間事業者がビジネスメリットを感じ
られるよう深掘り」「地方公共団体、民間事業者
とのネットワークを持ち、よりインパクトが大
きな体制で連携できるような仕組みの構築」

「官側・民側、それぞれの立場や事情を踏まえた
交通整理」等、それぞれの団体が持っている特
徴的なスキル、ノウハウに特化してソリュー
ションを提供している（図表3参照）。

支

援

機

関

逆プロポ（ 株 ソーシャル・エックス）

⚫ 逆プロポの最大の特徴は、社会課題解決につながるインパク
トのある「問い」を立てること。「誰の不便を解消し、どん
な体験をもたらしたいのか？」この「問い」を指針にしなが
ら企業と自治体がフラットに対話を重ね、あらゆるステーク
ホルダーに価値を提供するプロジェクトをつくり上げる。

⚫ 逆プロポでは、熱意のある企業と地方公共団体が「問い（解
決したい社会課題）」を共有した状態でマッチングを行う。
スタート時から目線合わせができているため、双方の役割も
明確になり、プロジェクトの立ち上げから実証実験までがス
ピーディーに進行する。

中間支援団体の取組①（株式会社ソーシャル・エックス）
⚫ 株 ソーシャル・エックスは企業が関心のある社会課題を提示し、それに対して地方公共団体が課題解決のための企画やアイデア
を提案する「逆プロポ」を運営。

取

組

事

例

枚方市× 株 ワイヤレスゲート 子ども食堂

（出所）株式会社ソーシャルエックスホームページを加工

③共同事業開発

株 ワイヤ
レスゲート

枚方市

②提案
子ども食堂に寄附
の食材を届ける際
の事務手続き。

①募集
通信を使った
アイデアソンを
実施したい。

枚方市 ⚫ 枚方市として捉える子ども食堂の課題と解決に向
けた行政目線でのアイデアを提供。市役所内のセ
クションに横串を刺して連携を実現。

⚫ 財政負担による取組では挑戦や失敗がしにくいと
ころ、民間のリソースで大胆な座組で取り組めた。

株 ワイ
ヤレス
ゲート

⚫ 通信企業の強みを活かした、技術力やシステム開
発力でアプリを開発。加えて、民間企業のネット
ワークや関係者の巻き込みなど、共感によって多
くの仲間の参加を実現。他、プロジェクト運営費
としての寄付金。

⚫ 本プロジェクトを通して新規事業の創造を目指し
ており、今後複数の地方公共団体に展開予定。

図表3　「官民連携に取り組む中間支援団体の取組（一例）

中間支援団体の取組②（ 法人コミュニティリンク）
⚫ 法人コミュニティリンクは、日本全国の自治体の課題とスタートアップ・民間企業をマッチングするオープンイノベーショ
ン・プラットフォーム「 」を運営。

支

援

機

関

（ 法人コミュニティリンク）

⚫ 地域・社会・行政課題に詳しい自治体職員と柔軟な発想や優
れた技術力を持つ企業が協働し最適な解決策・サービスの検
証を行い、課題解決とビジネスの成長の両立を目指す。

【特徴】
① 自治体職員の抱える課題をそのまま全国に公開
② 現場の職員が自ら手を挙げ課題解決に取り組める仕組み
③ から応募でき、スタートアップが参入しやすい
④ 実証実験では市民も参加
⑤ 企業・行政の立場を経験したメンバーが中立的に運営
⑥ 自治体同士を繋ぐネットワークづくり
【実施スキーム】

取

組

事

例

富谷市×あっとクリエーション 株 街路灯管理の効率化

【地域課題・ニーズ】
⚫ 市民の安全を守る道路照明灯と防犯灯の維持管理を効率化し
たい！

【提案】
⚫ 道路照明灯、防犯灯の台帳をデジタル化し、 と連携した
データベースを構築。

⚫ 好事事業関係者との間の維持管理業務プロセスのデジタル化
を達成。

【成果】
⚫ 工事発注、月次報告にかかる時間の大幅短縮。業務効率化を
実現

⚫ ・電話も大幅削減

（出所） 作成資料・ホームページを加工

事務局
部署

課題所管
部署

民間企業
スタート
アップ

自治体

発注 課題提示

マッチング
実証支援

公民連携で
地域課題解決
に取り組みたい

自身の課題を
解決したい

ビジネスを
伸ばしたい

自治体×スタートアップ等の協働で社会課題を解決したい

図表3　出典：�中小企業庁「地域の持続的な発展に向けた連携体制の構築に向けたポイント�
～地域・社会課題をビジネスの視点で解決するために～」から一部抜粋
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　このような官民連携における中間支援団体の
担う役割に着目し、経済産業省では、令和4年
度より、地域が抱える課題の分析・整理を行い、
地方公共団体と民間事業者をマッチングし、新
たなビジネスモデル開発や連携体制の構築を目
的として、地域・企業共生型ビジネス導入・創
業促進事業（地域・社会課題の発掘と解決に向
けたマッチング）を実施し、中間支援団体をハ
ブとした官民連携の推進に取り組んでいる。

⑷　地域が抱える社会課題解決に向けた�
� 今後の取組

　経済産業省では、令和6年度に向けて「地域
の社会課題解決企業支援のためのエコシステム
構築実証事業」の概算要求を行っている（図表4
参照）。

　今後、地域で持続的に社会課題解決を行うた
めには、地域の中小企業から、課題解決の担い
手となるゼブラ企業（社会課題解決と経済成長
の両立を目指す企業）を創出し、インパクト投
融資を呼び込むためのエコシステムを構築する
必要がある。こうした背景を受け、本事業では、
社会課題解決と収益性との両立を目指す取組に
おけるインパクトの評価や各ステークホルダー
の果たす役割等を示す基本指針に則り、中間支
援団体を中心とした事業モデルを普及させてい
くための取組を行う予定である。
　当局では、関係機関と連携しながら、地域の
好循環の実現に向け、中間支援団体を核とした
官民連携による地域の社会課題解決に向け引き
続き取り組んでいく。

地域の社会課題解決企業支援のためのエコシステム構築実証事業
令和 年度概算要求額 億円（新規）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

社会課題が多様化・複雑化する中、地方公共団体による課題
対応が困難になっており、地域で持続的に課題解決を行うために
は、地域の中小企業から、地域の社会課題解決の担い手となる
企業（ゼブラ企業）を創出し、インパクト投融資を呼び込むため
のエコシステムの構築が必要である。
こうした背景を受け、社会課題解決と収益性との両立を目指す
取組におけるインパクトの評価や各ステークホルダーの果たす役割
等を示す基本指針に則り事業モデルを普及させていくための取組
を行う。

中小企業庁経営支援部創業・新事業促進課

成果目標

短期的にはエコシステムに関係する各種プレイヤー（社会課題解
決企業、金融機関、大企業、自治体等）が指針に沿ったエコシ
ステムによる協業が役に立つと回答した割合 を目指す。
最終的には社会課題解決と収益性との両立に向けて見通しが得
られている社会課題解決企業の割合 ％を目指す。

国
委託

事業概要

社会的インパクトの評価や、社会課題解決事業をとりまく各ス
テークホルダー（金融機関・大企業・地方公共団体など）の役
割を明確化し令和 年度中に策定する基本指針に則り、ソー
シャルビジネスを支援する地域の関係者を中心としたエコシステム
を構築するため、エコシステムの中核となる中間支援団体を中心
とした社会課題解決事業モデルを複数実証する。

民間企業等
（事務局）

民間企業等
（中間支援団体等）

再委託

図表4　「地域の社会課題解決企業支援のためのエコシステム構築実証事業」

※令和6年度概算要求時の内容であり、今後変更となり得ることをご留意ください。
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